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はじめに

1980年代後半に本格化したハワイ語再活性化運動は、先住民族肩語復権の成功例とみ

なされているlNiedzielski 1992;Wilson 1998;Nettle&Romaine 2000;Hagё ge 2000

など)。 -711と して、以下の文章を読んでいただきたい。これは 1994年 5月 にハワイ州

教育局 lDOEDが 作成 した行動計画書 あ燿ゴな″ ″
"Far 

ι力θル燿ガ"ル昭″″

""2Q藤
″ 像″施″ ん珈 ゴ滋惚ゴ リの冒頭文 (I KA MAKAHIK1 2001)から

の抜粋である。2001年のある日、カマカナニ家の子どもたちがスクーノL/バスに乗り、ク

ラ・カイアプニ・ハワイイ lKula Kaiapuni Hawai`i:ハ ワイ語を教育言語とする公立

の学校、以下カイアプニと略称)に行くまでの様子が描かれている。家族、隣人、友人、

先生との会話はすべてハワイ語である。さらに、近未来のハワイが以下のように描写さ

れているlDOE 1994:iii― iv)。

「ハワイは 14年前の 1987年にクラ・カイアプニ・ハワイイが誕生してから

大きく変わつた」とカマカナニ家の人たちは感じている。ハワイ語が人々の生

活に深く入り込むようになり、テレビ、新聞、ショッピングモー′ス 街角など

至るところで、ハワイ語を耳にしたり、日にしたりするようになつた。ハフイ

州全体が先住民族言語の重要性に気づき、ハワイ語と英語併記の標識がどこに

も見られるようになつた。カマカナニ家を始めとして、州全体に広まったカイ

アプニ・ファミリーは数千人にも達し、ハワイ薇 の核になつている。

クラ・カイアプニの卒業生の中には、大学に入り医師や弁護士を目指す者もい

るし、他の職業を選んだ者もいる。どの道を選んだとしても、卒業生は皆、カ

イアプニ・ハフイイの精神が育んだ夢を実現しようとしている。ハワイーーそ

れもハワイ語を話すハワイーーの指導者になる道を歩み続けているのだ。

工。オラ・力。オーレロ・ハワイイ (ハワイ語よ、生き加

さて、想定された 2001年から既に数年が経過している現在、ハワイ語復権の状況

はどのようなものであろう力、召勤|こ学校教育ではハワイ評イマージョン◆プログラム

が定着してきているが、ハワイの社会全体を見渡したとき、行動計画書の予測が的中し

ているとは言Ч熱 ■先住民族言語再活性化のモデルと目されるハワイ先住民の動きは、

大きな成果を挙げてきたとはいえ、様々な課題を抱えているとも言えよう。そこで本稿
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では、ハフイにおけるハワイ語再活性化運動の曳果およ端 の融 を訪 の観点

から明ら力ヽこしたし、

2. ハワイ語再活性化運動の成果

2.1 ハワイ語イマージョン教育の定着

2002年 9月 10日 、ハワイ大学ヒロ校の一教室で若い男性教員カシ ワヽイ語のみで授業

を進めている。学生たちの手元にあるハンドアウトには、英語の短文が並べられている。

先生は、英文の意味をハワイ語で表現する際の注意点について説明する。先生の日から

淀みなく発せられるハワイ語を学生たちは十分理解しているようだD学生たちの大部分

がカイアプニで′ヽワイ語による教育を受けてきているとはいえ、ハワイ語によるイマー

ジョン教育が当然のごとく行なわれていることに驚きを禁じえなし、まさに、1980年代

半ばから始まったハワイ薇 の成果を目の当たりに見ているようである。

この若者ヒアポ・ペレイラOiapo K.Perreira)は、1998年 9月 、ハワイ大学ヒロ校

のハ ワイ語学部 lKa Haka `Ula O Ke`eliお lanil The College of Halva五 an L電腱 ge

at ll「Hilo)に設けられた修士課程の修了生第‐号である。修士論文は、古イヤ フヽイの

叙事詩 ta M。 `ole10 0 Kalvelo"Dを現代の正書法で書き改めるとともに、言語学的、

文化史的に分析したものであり、全篇ハワイ語で書かれている。2005年 1月 現在、ペレ

イラ先生は同カレッジの助教授としてハワイ語の授業を担当するだけでなく、大学の近

くに 1994年設立された Ke Kula `O Mtthokalani`5pu`uの 高校生たちに、ハワイ先

住民族の言語、歴史、文化を教えている。驚くべきことに、ヒアポ先生がハワイ語を学

び始めたのはカメハメハ・スクールの2年生のときであった。ニイハウ島出身の女性パ

フレフア lMiriamKaleipua Pahulehua)から直接教わつたことが、流暢なハワイ語話者

になる契機であつたと述懐している。その後、ヒロ校に入学し、1996年の卒業まで先住

ハワイ民族の言語および文化砒 に離 した。

振り返つてみると、ハワイ語を再生させようという動きは、紆余曲折があつたものの、

過去 17年間でハワイ諸島全域に定着したと言えよう。ハワイ語のみで就学前の子どもた

ちを保育するプーナナ・ レオ lP■71ana Leo:Hawaiian language inLmerSion preschool)

が、ハワイの各主要島に誕生したのが 80年代半ば頃であつた。また、80年代終わり頃

から、全ての教科をハワイ語で教えるカイアプニが各地の公立 lヽ学校に設置されるよう
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になっているは絆巨 )。 ハワイ州教育局は、このプログラムの発展を通してハワイ先住

民族の言語及び文化がハワイ社会に蘇えるよう施策を講じている。抽象論としての「言

語政策」ではなく、州議会の賛同を得て行政当局による日々 の活動として公費に裏づけ

られた「言語政策」が実行に移されている点に着目したし、 (資料 1:所在地参照)

2002年 9月 の時点では、23のカイアプニで約 1800人の子どもたちがハワイ語のみで

教育を受けている。これに 10カ所のプーナナ・レオで保育を受けている子どもを加える

と、2000人がイマージョン保育・教育の対象になつていることになる (資料2,3:写

真参照)。 ハワイ語のみを教育言語とする中学。高校、大学も軌道に乗つたうえ、ハワイ

大学ヒロ校の大学院には博士課程の設置も検討されている。数人の有志によつてプーナ

ナ・ レオ協会(`Aha Panrana Leo,Inc.)が 設立された 1983年当時、18歳以下でハワイ

語を話せる子どもが50人足らずであつたことを考えると隔世の感がある。

2.2 ハワイ語再活性化運動の背景

さてここで、ハワイ語再活性化運動の背景を言語政策の観点から概観しておきたしヽ

マライ 。ポリネシア語族の一分派であるポリネシア語派に属すハワイ語は、マルケサス

諸島やソサエティ諸島(タ ヒチ)から移住してきたポリネシア人によつて8世紀以降ハワ

イ諸島仝嚇

“

明]されてきた。しかし、クック船浜来航(1778年)から200年後には母語

話者数が極端に落ち込み、わずか 2,000人 (18歳未満は30人)ほどに落ち込んでしまっ

た。しかも、そのうち9割が 70歳以上の老齢の先住民 (クープナ:kapunalであつた

αinlura 19941。

このような経緯から判断すると、若いペレイラ先生が先住民族言語のみで授業を展開

している姿は、ハワイ語復権の目覚しさを私たちに伝えて余りあるものであろう。しか

し同時に、19世紀の半ば頃、ハワイ語を教育言語とする学校がほとんどであつたことを

考えると、学校教育におけるハワイ語の衰退がい力1こ壮絶であつたかを想起せぎるをえ

なし、第1表は、19世紀半ばからハワイ王朝転覆前後の期間に、ハワイ語を教育言語と

する公立学校が激減していつた様子を克明に記録している。(資料4:ハワイ語/英語を

教育言語とする学校数・在籍生徒数の推移参照)

更に遡つてハワイ語衰退の原因を探つてみると、第一に、クック船長の来航から半世

紀の短期間に、母体となる先住民族が人口を減らしていつたことが分かる(1778年の推

定 30万人から1892年の4万人)。 来航者によつて持ち込まれた伝染病、土地分配法 (1848

年制定)による経済的基盤の喪失、カプ(タブー)の瓦解に伴うとヽ理的衰弱一一このよう

な要因が重なり合つて家族の絆が引き裂かれ、出生率低下。人口激減につながつていつ
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たのであろう。

ハワイ語の母語話者数が減少した第二の要因として、コマヒを焦ったハワイ王朝の言

語政策における無策ぶりを指摘する必要がある。19世紀中葉、国家統一のために国家語

の確立を急いだ各国は、有力民族語による教育を重視した。ところが、ハワイ王朝はハワ

イ語による教育を根づかせることに失敗した。その理由として、急激に変容する政治状

況と経済環境の大きなうねりの中で、指嘲目が過度に英語への傾倒ぶりを深めていった

ため、ハフイ語が埋没してしまった点を指摘しておきたしゝ

第二の要因は、ハワイ王朝転覆(1893年 )及びアメリカ合衆国による併合(1989年)とい

う異常事態の中で採られた英語重視・ハワイ語蔑視の言語政策である。リリウオカラニ

女王退位の翌年(18940、 ハワイ共和国がアメリカ人の実業家たちによつて樹立され、

暫定政権の大統領には宣教師の子息ドール 6anford B.Dole)が 就任した この政権が

英語を官公庁の公用語に指定したため、1896年には学榛教育においても英語が唯一の教

育言語とされるようになった。1896年の会期別法律集(Session Laws Of Hawaii,1896)

|これよ、   `Tlle English language shall be the nledium and basis of instruction in all

public and private schools… ■"という書き出しで、英語を教育言語と規定した条項

Oct 57SectiOn 30)がある。

アメリカ合衆国に併合された1898年には、ハワイ語を教育言語とする公立学校が閉鎖

され、教師 。生徒ともにハワイ語を使用することが禁止された。校内で′ヽフイ語を話し

た生徒には、教師からの体罰が待つていたという証言もあるクル″ιitt Apr.1,1980メ

ル〃ダカ」an.14,1989)。 さらに、家庭におけるハワイ調 禁上を徹底するため、公

立学校の教師が生徒の家庭を訪問したようである。言語の教育のみでなく、音楽やフラ

などの民族的伝統に対する禁上措置が共和国政府によつて採られたことも付け加えてお

きたい。

ハフイ語の衰退は歯止めの力功 らヽない状態に陥ってしまったかのように思えた。しか

し、1970年代初めからハワイに広がった「ハフイアン・ルネッサンス」"が先住民の民

族意識を鼓舞した結果、1978年にIJヽ‖憲法が修正され、英語と並んでハワイ語も州の公

用語に格上げされることになった。更に、州憲法の修正条項lArticle X― Section 4:

Hawaiian Education Progra■ lがり11政府に対して、「ハワイ先住民族の文化、歴史、言語

の学習を促進すべし」と規定したことは、ハワイ語の再活性化にとつて大きな礎石にな

つた。その後、ニュージこランドのマオリから民族言語復権の手立てを学んだことによ

り、1980年代初めからハワイ語を再生させようとする動きがハワイ諸島全域で活発化し、
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ペレイラ先生のような人材を生み出すほどになつている。

2.3 ハワイ語イマージョン教育が成功した要因

グローノウ1/4ヒ と英語支配の波が容赦なく押し寄せるハワイにおいて、先住民族言語を

再活性化する試みは並大抵の努力では達せられないはずであるが、ハワイ先住民は「し

たた力ヽ こ」この運動を進めている。もちろん、ハワイ語復権運動力り同輔 帆のなかで推

じ進められてきたわけではなし、 むしろ多くの障害を克服しつつ、一歩‐歩前進してい

ると言つたほうが的を射ていると言えよう。ここでは、ハワイ語イマージョン教育が成

功した要因を探ってみたしヽ

まず、このプログラムが先住民族の権利を求める闘いの一環として生まれたことを挙

げておきたし、 ニュージ~ランドの先住民族マオリと同様、みずからの民族文化に対す

る誇りを取り戻そうという動きが原動力として作用 していた点である。伝統的な音楽・

舞踊をはじめとして、カヌ■競争やサーフィンなどのスポーツ、 レイやキル トの新 餞

衣裳のデザインや縫製、薬草の栽培や香辛料作りといつたハワイの伝統文化 lNa Mea

Hawai`i)が見直され、「主権回復」がスローガンになる中で、民族のアイデンティティ

確認のためにハワイ語の復権が叫ばれるようになった。つまり、「民族の文化や伝統の核

としてのハワイ語を救おう」という背水の陣とも言 うべき内的必然性があつたことをお

さえておきたし■

次に、親・教師主導による下からの運動が出発点であつたことも忘れてはなるまし、

マオリのコーハンガ・レオめ lbLttaReo:就 学前の子どもをマオリ語のみで保育する

保育園)運動に触発されたハワイ語教師たちが、プーナナ 。レオ協会をカウアイ島に創

設したのは1983年のことであったlHale Kako`o `Aha Pmana Leo,Inc.n,d.)。 様々

な障害を乗り越え、最初のプーナナ・レオが 1984年にカウアイ島ケカハに直 続いて

3年後の 1987年 9月 には、ハワイ語だけでK-1(幼稚園児及び小学校 lZ響∋ を教え

るクラス (カ イアプニ)が、ハワイ島ヒロのケアウカハ小学校とオアフ島パールシティ

のワイアウ小学校内に設けられた。ハワイ版クラ・カウノウ ・ヾマーオリlKura Kaupapa

Maori:マ オリ語を教育言語とするニュージーランドの公立小引交)である。これは、プ

ーナナ 。レオに子どもを送った親たちの強い要望が州の教育委員会と教育局を動かした

産物である。親たちは自らもハワイ語教室に通い、家庭では子どもたちとハワイ語で話

すように努めた。ケアウカハとワイアウの規たちは、英語の絵本を翻訳し、タイプした

ハワイ語を糊付けして教科書や教材の不足を補つたり、地域のボランティアの協力を得

て水泳教室や′ヽフイ語のスピーチコンテストを開催したりして、カイアプニのスムーズ
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な運営を助けた。更に、教育委員会を動かして英語導入時期を遅らせたり、学区外通学

生のためのスクーノ1/バス確保を教育局に働き力ヽすたりして、障害を一つひとつ克服して

きたのも親と教師の連帯であつた

イマージョン教育が成功した第二の要因として、関係諸機関の連携を挙げたしヽ 冒頭

に紹介した教育局の詳細な行動計画書は、教育委員会CBOEl、 先住民問題局COHAl、 ハワ

イ大学lUHMoa and Hilo)、 カメハメハ・スクールlKameha■ eha Schools)、 プーナナ・

レォ協会、その他ハワイ語団体等の協力がなければ,1底できなかったはずである。この行

動計画書の提言に則つて、イマージョン・プログラム改善のための方策 (資格を持つた

教員の確保、カリキュラムの質の向上、最新メディアの導入、地域による管理・運湖

が上記関係諸機関の協力の下、実施に移されている。なかでもハワイ大学ヒロ校の関与

は特筆すべきであろう。ハワイ語学部内に設立されたハレ・クアモオlHale Kuamo`ol

が、ハフイ語イマージョン教育に関するカリキュラム作成や教材・指導法・評価基準の

開発、教員研修、新語創造、コンピューター・ネットワークの構築など、文字どおリバ

ックボァンになっているからである。

第四の要因として、就学前から大学院までの一貫した教育体制の構築を推進してきた

先住民の努力を挙げないわけにはいかなし、 その結果、子どもたちは言語そのものだけ

でなく、学年進行に合つた学習内容を段階的に獲得できるようになったのである。

当然のことながら、ここに至るまでには克服すべき障害が絶えず待ち構えていた。たと

え|よ カイアプニに対する予算計上が年度ごとに行なわれるため、イマージョン・プロ

グラムの継続について議会の承認を得る必要があつた。そのたびに教師や親は教育局や

教育委員会に働きかけ、最終的に第 12学年までの延長にこぎつけた 催源 1995)。 ある

いは、フイアウ″l洋校の施設・設備面の不備が学年進行とともに目立つようになり、幼

稚園児から高校 3年生まで (K-10をハワイ語で教育する単独校が要請されるように

なつた。この際にも、カイアプニ関係者たちは渋る教育局に働き力■すて、先住民族固有

の生活様式や文化の継承を教育活動の柱とするクラ。アーヌエヌエ lKula Anuenue)を

1995年 9月 に開設させている (松原 1999)。

3. ハワイ語再活性化運動の課題

3.1 ハワイ語イマージョン・プログラムに対する批判

ハワイ語再活性化運動の理念は、ハワイ社会のなかで認知を勝ち取つたように思われ
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た。ところが、1990年代に入つて、本土における英語訟用語化運動 10fficial English

Movement)り の波がハワイにも押し寄せ、ハワイ語による保育・教育に疑義を差しはさむ

声が聞こえるようになつた。多言語主義的な言語政策を採ると、合衆国そのものが四分

五裂になつてしまうのではないかという危瞑を多くの米国民が抱き始めたものと思われ

る。エスニシティを過度に強調すると連邦国家という枠組みが崩れてしまうため、英語

という求動 に救いの手を求めるようになつたと言えよう。『ホノノL/ル・スター。ブルテ

ィン』の論説委員 Smyser(1991)による「ハワイ評イマージョンという考えはわれわれを

分断しかねない」という文章から波紋が広がり、「カイアプニの子どもたち自身が開 化

社会を生き抜くことができず、将来不利な目にあうこと必至である」とするスマイザー

の意見に賛否両論が寄せられた。

体制側からの批判に続き 1990年代末からは、他のマイノリティ・グループによる異議

申し立てが目立つようになつた。ハワイの経済は日本の景気に左右されることが多く、

教育予算も近年、緊縮の傾向にあるため、教育局のハワイ語教育プログラムに対する風

当たりが強くなつたからである。たとえば 1998年、州議会に提出された法案(House Bill

3130)は、同プログラムヘの予算削減とともに、先住権の制限を要求している。法案提出

の背景には、州経済の低迷によつて浮き彫りになつてきた民族間の対立という問題があ

る。「先住民族だけが優遇されている」という不満が他のマイノリティ集団の中で高まり、

教育面においても、「ハワイ民族の文化、歴史、言語の学習日縫 すべし」とした先述の

州憲法修正条項に対する反発が生じたものと思われる。

3.2 理念再確認の必要性

以上のような逆風のなか、2000年 3月 、カウアイ島のカパア小学校で第二回カイアプ

ニ支援集会lPaipai Kaiapuni II)が 開催され、ハワイ語再活性化に携わる教師、親、校

長、攀 、教育行政担当者、支援グループなど150名 が参加した (第 4図)。 討議の

キーワードになつたのはクレアナ lkuleana:責任)というハワイ語で、21世紀を生き

る子どもたちに対する責任を果たすために、いかに協力体制を築いていくべき力功ミ話し

合われた。イマージョン・プログラムの教員養成、カリキュラムや教材の開発、予算獲

得、スクーノレ スヾの確保、チャータースクーノ1/4ヒの可能性など、さまざまな問題が論じ

られた 「大きな声で叫ムυでも何一つ解決しない」という合言葉のもと、クレアナを教育

現場で地道に実現していこうとするハワイ先住民の姿勢が明確に読み取れる集会であつ

た (松原 2002)。

この集会で最も印象的だつたのは、教育実践上の障害克服というより、先住民族言語
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復権のための理念を再度確認しなくてはいけないという参加者の姿勢であった。カイア

プニ運営のための予算獲得にIJ洲議会を説得するに足る理念がなくてはいけないという

ことである。自人、 日系人、太平洋諸島からの移民、アジアからの移民など多民族。多

文化が混在するハワイ社会で、先住民の権利を主張する根拠はどこにあるの力、カイア

プニは自民族中心主義に支えられた地域的偏狭性の発露ではないのれ 先住民族言語に

よる教育は公教育に値するの力、ハフイ語による就学前保育の拡充や家庭におけるハワ

イ語使用の徹底をせずに、需 だけで世代間の伝達が果たして達成できるの力、ハ

ワイ語イマージョン・プログラムで学んだ若者たちを受け入れる社会環境は整っている

の力、環境整備に州税を注ぎ込む必要があるの力、 このような疑義に対して、ハワイ社

会のなかでコンセンサスが得られない限り、カイアプニ継続のための予算獲得はもとよ

り、ハワイ語再活性化の動き全体にブレーキがかかることになろう。(資料5:写真参照)

4.展 望

4.1 少数言語擁護のための理念確立へ向けて

英語が「ハイパー中′とヽ言語」(カルヴェ 20001と して男ll■の位置に押し上げられている

現代において、グロール ィヒとは、ある意味で、アメリカン・スタンダードの普及であ

り、その背後に英語という言語が潜んでいる事実を認識しておく必要があろう。この認

識を無視したところで、ハワイ語を含む沙激言語 。危機言語への対応を探ったとしても

意味をなさなし、その意味で、1999年秋に東京で行なわれた国際シンポジウム「言語帝

国主義の過去とFk■」(日 仏会館。一橋大学。国立東洋言語文化研力所期粉 i証鵠を射

たものであった。また、このシンポジウムの報告・討議を上台にして翌年刊行された論

文集
『 罰語帝国主義とは何力』も、言語帝国主義論に射程を定めつつ、「少数言語の因角

をテーマの一つにしている。ここでは、カルヴェが提唱した「言語生態学の重層的 (中

ットJ司辺)モデ′L/」 から、ハワイ語再活性化運動を逆照射してみたし、

英語が絶対的優位を保つているという状況認識の下、カルヴェは群生言語 G3/Jヽ言語)

の直接的な保護に消極的な立場を示している。少数言語の言語的権利を徹底的に保障す

ることは非現実的であり、「英語というハイパー中心言語のステータスを強化することに

もなりかねない」と主張する。国家語であると同時に媒介語でもあるフランス語kスペ

イン語、アラビア語など複数言語の機能保持のために戦うことこそ、「諸々の母語に生態

学的な救済の空間を保存することができる」と結論づけている。
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一方、カルヴェの現実主義的・機能主義的なモデルに抗して、フイリップソン(2000)

やスクトナブーカンガス(20001は少数言語の擁護を主張している。絶滅に瀕する動植物と

同様、すべての言語を保護の対象にすべきだとして、昨濤■ロロた のパラダイ

ム」Dを提唱している。そして、基本的人権の一部としての言語権 (linguistic human

rights)が確立されることによつて初めて、弱小言語が絶滅の危機から脱出できるとして、

カルヴェの掲に 重層的モデルに異議を申し立てている。

市場原理に委ねれば英語による支配を抑止できないという見方は両者に共通している。

しかし、カルヴェの論理は、一見、群生言語にとつての生き残りを保障しているように

見えるが、実は、フランス語等の媒介言語が没落するのを食い止めようとする強者の論

理であろう。視点を変えて眺めるなら|よ 米国主導のグロール イヒに対抗して自己主張

するEUの論理を代弁していると思われる。実際、多言語主義を標榜するEUと はいえ、

全ての少数言語。地域言語を公用語 。作業語にするわけにもいかないという悩みととも

に、EU内における英語使用の度合いが極度に3食まつていることに対する危瞑も抱いてい

るからである。

M国 主義とは何力』の編者の一人である三浦(2000)は、「少数言語話者の言語権

を最後の一人まで守れと主張する倫理的な多言語主義と、複数言語制をより害悪の少な

い必要悪と考える現実主義的な多言語主義は、収拾不能な論争を呼び起こさずにはいな

い」と編集後記に記している。

しかし、生物多様性と並んで、人類の文化や言語の多様性を守ることが重要であると考

えるとき、グローバノイヒによる新しい地域主義の出現と歩を合わせて、危機言語も含め

すべての少数言語を擁護していこうとする姿勢こそが望まれているのではなかろう力、

1990年代以降、少数言語。危機言語の保持。再活幽ヒを訴える論陣が張られるようにな

っている lFishman 1991&2001;血皿musler 1996;Matsulllura(ed.)1998;官 岡・崎

山 (編)2002な じ。たとえば、Nettle&Ronlaine(2000)は、蠅馘生態系に関する詳

細な知識の多くは、先住民族言語のな力ヽこ埋め込まれている」(島村訳pp.259260)、 あ

るいは「地域生態系を保全することは、ひいてはグローノウレな生態系の保全にとつて決

定的であり、それはすべての地域生態系が交差するところなのである」(島村訳 p.276)

と述べて、性物一言語多様性lbiolinguistic diversit→ 」という指標を論拠に消滅の

危機に瀕した先住民族言語の擁護を訴えている。

いかなる少数言語であろうと、その言語を第一言語とする人たちに言語権が認められ、

たとえ政治的、経済的に自立が果たせない段階にあつても、現段階で可能な限りの言語
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機能が、その言語によつて発揮できる仕組みを模索していくべきである。過去 17年間に

わたるハワイ語再活性化の動きは地道ではあるが、それぞれの段階において最大限の努

力をし、徐々に公的な場における存在感を増してきた。しかし、この運動のための理念

がハワイ社会で再確認されない限り、カイアプニ運営に対する予算は縮小され、教師の

待遇も改善されないであろう。また、体制側およびマイノリティ・グループからの批判

を先住民が乗り越えるためには、当事者の努力だけでなく、少数言語の維持や再活性化

が必要であるという国際的な世論の形成も不可欠である。その際、指針となるべきもの

は、1996年にノウ叱 ロナで調印された「言語の樹 咄こ関する世界宣言」の精神であろう

61。

このことは、わが国における時 に関わる問題と運動している。なぜなら現状は、

アイヌ語や琉球語あるいは各地の地域語の再活性化運動 。および外国籍児音牛徒のため

の母語維持教育が、理念の確立がなされないまま、あるいは理念が一般の人々に認知さ

れないまま、当事者の努力に任されているといつても過言ではないからである鋼原 G励

20041。 臨 政策」が日常的な行政活動の■環として実施されていくのが理想ではある

が、そのための第一歩として、少数言語の維持 。発展の必要性を社会に向かつて訴えて

いくことが、研究者の担うべき課題なのではないだろう力、

4.2 味麟的公期蜘 の構築をめざして

英語の絶対的優位のなかで、みずからのアイデンティティを確立しようとしているハ

ワイ先住民族の動きは、いくつかの課題を抱えながらも、危機言語再活田ヒにとつて一

つの方向性を示しているといえよう。「『 公式の公共性』を独占している言語が、社会を

画一的に規制することのないよう、膨北柏もイM導毅期 を作り上げる必要がある」という

イ(2000)の提唱 めに沿つた形で、ハワイ語の再活性化運動はカイアプニを核にして定着

しつつあるように思われる。

しかし冒頭で述べたように、ハワイ語の再活性化運動を学校教育内部にのみ閉じ込め

ておいてはなるまし、 あるいは、Nettle&Romaine(2000)がアイルランドとの関連で指

摘しているように、「共同体による適切な文胸 (島村訳 2001:292)がなけれ!よ 学校で

生徒たちが達成した熟達度を維持するのは極めて困難であると言い換えることもできよ

う。Crystal(2000)も 「少数言語を維持し発展させる助けとなる要因」として、静

同体全体による参加」と「言語の使用を義務化する環境の創出と強化」(斎藤 。三谷訳

2004:198)を 挙げている。今後、社会の様々な領域に 明抗的公共性」を少しずつ位置

づけていくことが望まれる。それでは、どのような領域が考えられるだろう力、
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まず、フラや音楽がハワイ語再活性化にとつて不可欠な要素であることは疑いようが

ない 9。 ハワイ語に対する保護がなされていない時でさえ、フラのハーラウにおいては

ハワイ語の継承が行なわれていた事実を忘れてはなるまし、今後も学校教育と並んで再

活性化のための重要な拠点になるものと思われる。また、音楽の面においても、ハワイ

音楽が多くの若者の心を魅了していることに注目したい (矢口 2002;20042.

英国のウェールズやフランスのブルターニュ地方で見られるような道路標識の二言語

併記 Ol■ハワイでも具体化しつつある。さらにニュージーランドで行なわれているよう

な官公庁内の二言語 (マオリ語 。英語)併記の案内表示 (松原 1994)も導入すべきであ

ろう。初めのうちは少数言語復権の象徴機能しか与えられていなくとも、時間の経過と

ともに実質的な力を帯びてくるからである。

マスコミや出版界におけるハワイ語使用も積極的に行なわれていく必要がある。テレ

ビやラジオにおいてもハワイ語による放送枠の拡充がなされるべきである。ハワイの有

力紙あ
"カ

カ И′レびιisα と力勧οノz/fν Sιaん
"″

θ
`動

がオキナ (`)とカハコー 0
の表記を採用したことは特筆に価する。また、OHAの機関紙倫 物ゴαaθ tt lハワ

イ語 。英語両言語による編集)のような新聞の他に、ハワイ語による様々な出版 D

やインターネット上のハワイ語使用も散見できるようになつている。英語の絶対的優位

に抵抗するには、あまりにも微力であろうが、喪失した言語機能を取り戻すためには、

粘り強く運動を進めていくしか手立てはなし、

その他、議会、裁判所、官公庁、各種社会施設といつた公的な場、あるいは職場や教

会など様々な領域においてハワイ語が使用されることになれば、「対抗的な公共l■」が

徐々に構築されていくはずである。州の公用語という公的地位に甘んずることなく、ハ

ワイ語を再活性化していこうと格闘している先住民の動きは注目に値する。

さて、以上述べたことと一見矛盾するように思えるかもしれないが、先住民族言語も

含めて少数言語の復権にとつて最も重要なことは、当該言語共同体における日常的な言

語使用を通した世代間の伝達である。次世代に言語を継承すること以上の「対抗的な公

共性」構築はあり得ないと言つても差しつかえあるまし、家族を中心とした言語共同体

こそ少数言語の再活性化にとつて不可欠であることを、Fishman(1991)も強調している。

さらにフィッシュマン(2001・ 日井訳 2003)は、権力的機能 (就職、高等教育、マスメデ

ィア、政府行政なめ の奪取のみに精力を集中するあまり、非権力的機能 (家庭内、隣

人との交流関係、共同体、そして可能な場合には、共同体が管理するところの就学前教

育ないし初等婦 が失われてしまう恐れのあることに対しても警告を発している。ハ
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フイの場合、家庭におけるハワイ語使用が再活性化運動の成否を握る鍵であることの理

解を求めて、Hawa五 an Studies and Language Progranls SectiOn(先 住民族言語。文化

の教育を推進するため教育局内に設置されたセクショカ が、親たちへの協力を絶えず

求めている点も見逃してはなるまいαhtsubara 2000).

5, おわりに

本稿の冒頭で紹介したペレイラ先生は、現在ハワイで推進されているハワイ語再活性

化運動の中核をなす人物である。この運動が過度の自民族中心主義に陥らないためにも、

先生の存在は不可欠だと言つてよい。なぜならiよ 先生は「純血のネイティブ・ハワイ

アン」ではないからだ。母方の祖母は大阪生まれの日本人であり、ホノルル生まれの祖

父は知餌′ヽフイ系。中国系・イタリア系の混血である。父方の祖母は朝鮮人で、祖父に

はフィリピン系。中国系・スペイン系の血が流れている。

先住民族言語の復権運動に携わることのできる者が「純血のネイティブ・ハワイアン」

に限られるとしたら、ペレイラ先生は除外されなくてはならない。しかし、50パーセン

ト以上ハワイ民族の血を引いている子どものみを対象にした保育園構想鰊ル″ιお″

Clct.20,1983)が 1983年に頓挫したことからも分かるように、悧絆嗜」に固執する民

族運動が破綻する可能性は大きいと言わぎるをえなし、言語帝国主義がさまざまな策を

弄して自国の言語を植民地住民に強要するのと酷似して、自民族中心主義も「一民族、

一言語、一国刺 を標傍するあまり、「単一言語主義」に陥る理れがあるからた そこで、

均質で純粋な民族・文化・言語を前提とするのではなく、日常生活における基本的人権

としての言語権を主張していくことが、先住民族言語復権のための言語政策として望ま

しい方向であろう。ハワイにおける運動が過度の自民族中心主義に陥らないためにも、

ペレイラ先生の存在は重要機 Jを果たしていくのではないだろう力、

注
°この叙事詩,シ フヽイ語新聞 あ

"Maに 1909年から1910年にわたって連載されたも
のであるが、声門閉鎖音 (オキナ)の使用はごく限られていて、長音記号 (カハコー)

は全く使われていなし、
2ハワイ先住民族の文化再生運乳 60年代に米日本上で始まった公民権運動とベ トナム

反戦運動が引き金となって、世界各地に燃え拡がった民族解放運動が背景にある。
のマオリ語を保育言語とする保育園。1982年に誕生してニュージーランド全域に広まり、
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10年後には7CXl力所を超えるほどに成長した(SimmOnds 19941。 Kohangaは「/」、Reo

は「こと|力 の意。ハワイ語のPmana Leoはマオリ語に倣つたもの。
。憲法を修正して英語を麟 隊州の公用語にし、他の言語の使用を市1限しようとする運

動。2005年 1月 Fp.、 27州がなんらかの形で英語を州の公用語に指定している。
Dこのパラダイムは囀 及パラダイム」に対抗するものとして、津田幸男 lTsuda 1994

参照)が最初に提唱した。「ことばのエコロジー。パラダイム」とも呼ばれる。
01994年、国際ペンクラブの 晴獄吸び言語の権利に関する委員会」などが 50余名の

専門家に編集を委託してまとめた宣言。昨請書勧 は、公私の表現において自己の選択

する言語を使うことや、母語を次世代に伝えていくことなどを含む言語に関わる諸権

利と定義されている。基本的人権の一部として保障されるべきだという動きが高まっ

ているが、まだ法制度上確立されているとは言いがたυヽ
つ
『ことばと社会』第 8号 9004年)は 「地域語発展のために」という特集を組んで、

日本各地の地域語振興の現状を伝えている。
9フ レイザー(1999)を援用して、イ(2000)が提唱している臨
9古川(2004)は、「ハワイ」性の表象としてのフラとハワイ語再活性化運動との関わり」

を論じている。
。原 (1999)および原&木村(1999)がケル ト語圏における中 表示の実例を報告し

ている。
D文学、歴史等を扱うバイリンガル 0ヽワイ語。英語)の雑誌 aガ rИルιゴ

“
ル惚ガ"

ルど″′lDudoit θ
`∂

■ eds.)が 1998年 1鮪llTJさ れた。今後、ハワイ語の出版物が増

えていくものと̀
思
われる。
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資料1:プレーナ ロレオとカイアプニの所在地 (出典 :D00000)
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資料2:ヒ ロのプーナナ・レオにおける保育の一コマ(2002年 9月 膨
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資料3:ヒ ロのプーナナ・レオにおける保育の一コマ(2002年 9月勘

-34-



資料 4:ハワイ語/英語を教育言語とする学校数・在籍生徒数の推移 (出典 :

Reinecke(1969:70-72))

(注)%は全生徒数に対する在籍生徒数の割合を示す

年 全学校数 全生徒数 ハワイ語学校 崖籍生徒徴 % 英語学校 在籍生徒数 %
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資料5:カイアプニの支援体制について話し合う親たち(2000年 3月勘
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